
令和７年度青森県教育委員会広報紙「教育広報あおもりけん○○」 

広告掲載契約書（案） 

 

青森県（以下「発注者」という。）と          （以下「受注者」という。）

とは、次の条項により発注者の広告媒体を利用した広告に関する広告掲載契約を締結した。 

（ただし、                  を削除する。） 

 

（目的） 

第１条 この契約は、発注者の次条に定める広告媒体に、第３条第２項に定める広告掲載

に係る基準に適合した受注者の広告を掲載し、受注者が発注者に対して広告料を支払う

ことを目的とする。 

（広告媒体等） 

第２条 広告媒体は、青森県教育委員会広報紙「教育広報あおもりけん」とし、広告スペ

ース等は、別紙令和７年度青森県教育委員会広報紙「教育広報あおもりけん」広告掲載

仕様書（以下「仕様書」という。）のとおりとする。 

（法令の遵守等） 

第３条 発注者及び受注者は、法令、条例、規則その他の規程を遵守し、信義に従って誠

実にこの契約を履行するものとする。 

２ 受注者は、この契約書のほか、青森県広告掲載要綱、青森県広告掲載基準、令和７年

度青森県教育委員会広報紙「教育広報あおもりけん」広告掲載事業実施要領の定めると

ころに従い、広告掲載に関する業務を行わなければならない。 

（広告を掲載する号） 

第４条 広告を掲載するのは、青森県教育委員会広報紙「教育広報あおもりけん○○」と

する。 

（広告料） 

第５条 広告料は、      円（うち取引に係る消費税及び地方消費税    円）

とする。 

（契約保証金） 

第６条(A) 契約保証金は、免除する。 

第６条(B) 契約保証金は、金     円とする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。 

（広告図案の提出及び広告原稿の納品等） 

第７条 受注者は、広告媒体に掲載する広告図案を作成の上、仕様書に定める期日までに

発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 受注者は、前項に規定する広告図案の内容等について、必要書類の提出、意見の陳述

等を求められたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

３ 受注者は、第１項による承認を受けた広告図案のデータ（広告原稿）を、仕様書に定

める期日までに発注者に納品するものとする。 



（広告内容等の変更） 

第８条 発注者は、広告内容等が第３条の規定に違反し、又はそのおそれがあると判断し

たときは、受注者に対して広告内容等の変更を求めることができる。 

（広告掲載の中止） 

第９条 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、広告掲載を中止することがで

きる。 

（１）受注者が、前条の規定による広告内容等の変更の求めに応じないとき。 

（２）その他、広告掲載を継続することが適当でないと発注者が判断したとき。 

（広告掲載の取下げ） 

第１０条 受注者は、自己の都合により広告掲載を取り下げることができる。 

２ 前項の規定により広告掲載を取り下げるときは、書面により発注者に申し出なければ

ならない。 

（権利義務の譲渡等） 

第１１条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（秘密の保持） 

第１２条 発注者及び受注者は、この契約の履行に関し知り得た相手方の秘密に関する事

項を他に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。 

（受注者の責務） 

第１３条 受注者は、広告の内容等が、この契約に違反することがないよう注意する義務

を負うものとする。 

２ 受注者は、広告の作成に際して、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その

他法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料、履行方法等を使用す

るときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

３ 受注者は、広告掲載により第三者に損害を及ぼしたときは、自らの責任と負担により

解決しなければならない。 

（広告料の支払） 

第１４条 受注者は、発注者の発する納入通知書により、仕様書に定める期日までに広告

料を納入しなければならない。 

（遅延利息） 

第１５条 受注者は、前条の期限までに広告料を納入しなかった場合は、当該期限の翌日

から納入した日までの日数に応じ、広告料につき年   パーセントの割合で計算して

得た金額を遅延利息として発注者に納入するものとする。この場合において、遅延利息

の額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数があるときは、その

全額又は端数を切り捨てるものとする。 

（契約の解除） 

第１６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除す

ることができる。 

（１）第１４条に規定する期日までに広告料の納入がないとき。 



（２）第７条第３項に規定する期日までに広告原稿の納品がないとき。 

（３）その他この契約に違反したとき。 

 （広告料の返還） 

第１７条 発注者は、前条の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者が既に

納入した広告料は、これを返還しない。ただし、受注者の責めに帰さない理由により広

告掲載ができなくなったときその他特別の理由があるときは、その全部又は一部を返還

する。 

 （違約金） 

第１８条(A) 発注者は、第１６条の規定によりこの契約を解除した場合は、第５条に規定

する広告料の額の１００分の５に相当する金額（その額に１００円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額）を違約金として、受注者から徴収する。 

 （契約保証金の帰属） 

第１８条(B) 第１６条の規定によりこの契約を解除した場合は、第６条の契約保証金は、

発注者に帰属するものとする。 

（損害賠償） 

第１９条 発注者は、第１６条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違

約金又は契約保証金若しくは履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたと

きは、その超えた金額を損害賠償として受注者から徴収する。 

 （協議事項） 

第２０条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、発注者と受注

者とが協議して定めるものとする。 

  

  上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、発注者及び受注者が記名押

印の上、各自その１通を保有するものとする。 

 

 令和  年  月  日  

                    発注者  

                         

 

                       

                    受注者  

                         



暴力団排除に係る特記事項 

（総則） 

第１ 受注者は、青森県暴力団排除条例(平成23年3月 青森県条例第9号)の基本理念に則

り、この特記事項が添付される契約（以下「本契約」という｡）及びこの特記事項を守

らなければならない。 

（暴力団排除に係る契約の解除） 

第２ 発注者は、受注者（第 1号から第 6号までに掲げる場合にあっては、受注者、そ

の支配人その他経営に実質的に関与している者（受注者が法人の場合にあっては、そ

の役員、その支店又は契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与して

いる者））が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 

(1) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第

77号）第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。第 5号及び第 6号において同じ。）

であると認められるとき。 

(2) 自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力

団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2号に規定する暴力

団をいう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。 

(3) 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下この号及び

次号において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を

支援する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。 

(4) 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。 

(5) 暴力団員と交際していると認められるとき。 

(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用したと認められ

るとき。 

(7) その者、その支配人その他経営に実質的に関与している者（その者が法人の場合

にあっては、その役員、その支店又は契約を締結する事務所の代表者その他経営に

実質的に関与している者）が第 1号から前号までのいずれかに該当することを知り

ながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の購入契約その他の契約を締結し

たと認められるとき。 

(8) 第 1号から第 6号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に

係る下請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を

除く。）について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属、違約金及び損害賠償

については、本契約の規定による。 

（不当介入に係る報告・通報） 

第３ 受注者は、受注者及び下請負者等に対して暴力団員等による不当介入があった場

合は、発注者及び警察へ報告・通報しなければならない。また、警察の捜査上必要な

協力を行うものとする。 

 

 


